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第２１回 不動産流通業に関する消費者動向調査結果・要旨 
  

■ 購入資金の調達において、新築・既存ともフラット３５又は３５Ｓの利用率はほぼ横ばい 

「親からの贈与」の利用者平均額は、新築購入者で 931 万円、既存購入者で 809 万円 
 
 自己資金のうち「親からの贈与」の利用者平均額は、新築住宅購入者が 930.5 万円（前年度 884.5 万

円）、既存住宅購入者が 808.9 万円（前年度 744.9 万円）となっている。利用率は、新築住宅購入者

で 21.6％（対前年度比 2.1 ポイント増）、既存住宅購入者で 17.0％（対前年度比 1.2 ポイント増）と

なった。 
 借入資金等についてみると、昨年に引き続き最も利用者の多い「銀行等の民間ローン」の利用率は、

新築住宅購入者が 7 割弱、既存住宅購入者が 6 割強となっている。「フラット３５」と「フラット３

５Ｓ」の利用率合計は、新築住宅購入者で前年度から 0.6 ポイント増加して 13.8％、既存住宅購入者

では前年度から 0.4 ポイント減少して 9.3％となっている。また、利用者平均額をみると、新築住宅

購入者、既存住宅購入者ともフラット３５が減少し、フラット３５Ｓが増加している。 
  

■ 利用した民間ローンの金利タイプは、「変動金利型」が 63.9％ 

利用者の 9.5％がミックスプラン注 1）を利用 

■ ネット銀行で提供されている住宅ローン注 2）の利用者は民間ローン利用者の 16.6％ 

 
 利用した民間ローンの金利タイプについては、「変動金利型」が 63.9％、「固定金利期間選択型」が

18.0％、「全期間固定金利型」が 5.2％となった。また「ミックスプラン注 1）」の利用が 9.5％みられた。

選択した固定金利についてみると、「固定金利期間選択型 5 年」の割合が 30.4％と最も多い。また、

「固定金利選択型 1・2・3 年」が 7.9％（対前年度比 11.4 ポイント減）となったのに対し「固定金

利期間選択型 10 年」が 27.7％（対前年度比 11.2 ポイント増）となっている。 
 民間ローン利用者のうち、「ネット銀行で提供されている住宅ローン注 2）」の利用は、「一般の銀行で

提供されているネット専用の住宅ローン注 3）との併用」を合わせると全体の 16.6％となっている。 
 フラット３５またはフラット３５Ｓが適用可能な住宅を購入した世帯の中で、実際に融資を利用した

世帯の割合は、新築住宅購入者で 25.5％（対前年度比 1.4 ポイント増）、既存住宅購入者で 30.2％（対

前年度比 3.3 ポイント減）となった。また、「フラット３５Ｓを利用した」世帯の割合は、既存住宅

購入者では 16.3％（対前年度比 5.8 ポイント増）、新築住宅購入者では 8.8％（対前年度比 2.8 ポイン

ト減）となった。 
 

（注 1）契約当初に複数の金利タイプを選択する住宅ローンのこと。 
（注 2）窓口となる店舗や自行のＡＴＭを持たずにインターネット上での取引を中心として営業している銀行（ネット銀行）で提供されている住宅ローンで、審査 

申込から契約、融資までの流れの殆どをインターネット上で行うものをさす。 
（注 3）窓口となる店舗や自行のＡＴＭを持つ銀行で提供されている、審査申込から契約、融資までの流れの殆どをインターネット上で行うタイプの住宅ローン 

をさす。 
  

■ 住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度の利用者は住宅購入者の 11.4％ 
 
 住宅購入者に占める「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用者の割合は 11.4％となって

いる。また、世帯主の年齢別にみると、「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用率は「30
～39 才以下」が最も高く 16.9％（前年度 15.8％）、次に「29 才以下」「40～49 才以下」で 11.5％と

なっている。また、「50 才以上」は 4.5％と 50 才未満に比べて利用率が低い。 
 住宅購入に与えた具体的な影響については、前年度と同様「借入金額を少なくできた」が 63.4％と

最も多く、次いで「住宅を購入することができた」（41.6％）となっている。 
  

■ 今後の消費税率引き上げ予定が「特に影響はなかった」のは新築住宅購入者の 62.4％ 
 
 新築住宅購入者について、今後予定されている消費税率 10％への引き上げが今回の住宅購入に与え

た影響についてみると、「特に影響はなかった」が全体の 62.4％（対前年度比 16.0 ポイント増）とな

っている。 
 消費税率の引き上げについては「そもそも住宅に消費税がかかるのはおかしい」もしくは「住宅購入

は特別で、現行のまま据え置くべきである」が住宅購入者全体の 44.8％を占めており、世代別にみ

ても、各世代とも 4 割程度を占めている。 
  



 

■ プラスの売却差額注 4）発生世帯が前年度から 8.5 ポイント増加（29.3％） 

マイナスの売却差額発生世帯が前年度から 10.3 ポイント減少（66.4％） 

■ マイナスの売却差額発生世帯の平均差額は前年度から増加し 1055.8 万円 
 
（注 4）売却差額とは、自己所有住宅の売却時の価格から購入時の価格を差し引いた額。 
 

 自己所有住宅から住み替えた世帯の 70.8％が従前住宅を売却している。このうちマイナスの売却差

額が発生している世帯は 66.4％（対前年度比 10.3 ポイント減）、プラスの売却差額が発生している世

帯は 29.3％（対前年度比 8.5 ポイント増）となっている。内訳についてみると、プラスの売却差額で

は、500 万円未満の世帯は 16.4％（対前年度比 7.3 ポイント増）となっている。また、マイナスの売

却差額では、-1 千万円～-500 万円が 16.4％（対前年度比 7.5 ポイント減）となっている。 
 マイナスの売却差額発生世帯は従前住宅を平均 3668.5 万円（前年度 3782.8 万円）で購入し、平均

2565.1 万円（前年度 2780.1 万円）で売却しており、その差額は前年度から増加し 1055.8 万円（前

年度 1002.7 万円）であった。 
  

■ 既存住宅購入者のインターネット利用率は、新築住宅購入者よりも 5.4 ﾎﾟｲﾝﾄ高い 83.1％ 

■ 物件情報収集でのｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ利用者における情報検索用ｱﾌﾟﾘのﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ率は 27.3％ 
 
 インターネットの利用率は住宅購入者全体の 81.1％（対前年度比 5.7 ポイント減）となっている。ま

た、既存住宅購入者と新築住宅購入者を比較すると、既存住宅購入者が 83.1％、新築住宅購入者が

77.7％となっており既存住宅購入者が新築住宅購入者に比べて 5.4 ポイント利用率が高い。 
 利用したインターネット端末をみると、前年度に引き続き「パソコン」の利用率が 83.4％と最も高

い。また、前年度と比べると携帯電話、スマートフォン、タブレットの利用率が高まっており、特に

スマートフォンでは 62.0％（対前年度比 6.4 ポイント増）となっている。 
 スマートフォンやタブレットの利用者のうち物件情報検索用アプリをダウンロードしたのは 27.3％

となっている。 
  

■ 新築・既存にこだわらず住宅を探した新築住宅購入者の割合は前年度より 3.8 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 

■ 既存住宅購入者の購入対象は希望エリアで手頃な価格の良質な物件 
 
 新築住宅購入者のうち、物件を探す際に「新築・既存にはこだわらなかった」割合は 20.3％で、前

年度と比べて 3.8 ポイント増加している。 
 既存住宅購入者の購入理由は、「希望エリアの物件だったから」（64.3％）、「手頃な価格だったから」

（54.7％）、「良質な物件だったから」（44.6%）が上位 3 位を占めているほか、「新築にはこだわらな

かったから」（34.0％）が前年度に比べて 5.7 ポイント増加している。 
  

■ 既存住宅購入者における不動産会社等による住宅保証の利用率は 42.6％ 

■ 既存住宅の購入にあたっての建物検査注 5）の実施率は 38.3％ 
 
 既存住宅購入者における不動産会社等による住宅保証の利用状況をみると、住宅保証の利用率は

42.6％となっており、うち建物保証の利用が 32.4％を占めている。また、不動産会社等による住宅保

証が今回の住宅購入に多少なりとも影響したとの回答は、住宅保証利用者の 73.4％を占めている。 
 既存住宅購入者における「既存住宅売買かし保険（国が指定する住宅瑕疵担保責任保険法人が提供する保険）」

の利用率は 8.0％であったが、利用者について「既存住宅売買かし保険」が今回の住宅購入に与えた

影響度をみると、多少なりとも影響したとの回答は 78.6％を占めている。 
 不動産会社等による住宅保証もしくは「既存住宅売買かし保険」を利用する際に実施された検査以外

におこなわれた民間の建物検査（ホーム・インスペクション）注 5）の実施率は、「既に売主がおこな

っていた」が 10.0％、「売主に依頼しておこなってもらった」が 3.1％、合計 13.1％となっている。 
 既存住宅の購入にあたって何らかの建物検査注 6）を行った購入者は、既存住宅購入者の 38.3％を占め

ており、特に既存戸建て購入者では 47.0％となっている。 
 

（注 5）不動産会社等による建物保証及び「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査、ならびにそれ以外におこなった民間の建

物検査（ホーム・インスペクション）。 

（注 6）不動産会社が提供する無償のインスペクションサービス（主に買主側の購入申込前に実施）がおこなわれた場合を含む。 
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（１）調査の目的 

 

本調査は、居住用不動産取得者の取得行動、種々のサービス等の利用実態・評価を時系列

把握することで、不動産流通に対する消費者の行動を捉えることを目的に、1991 年から隔年

で、2001 年からは毎年実施している。 

 

 

（２）調査対象 
 

首都圏１都３県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で平成 27 年 4 月 1 日から平成 28

年 3 月 31 日の間に、購入した住宅の引渡しを受けた世帯を対象としている。 

これらの調査対象者の抽出にあたっては、会員会社の協力を得て、住宅タイプ（新築戸建

て、新築マンション、既存戸建て、既存マンション）のバランスに配慮し、対象を抽出した。 

 

 

（３）調査方法 
 

郵送配布・郵送回収 

 

 

（４）調査期間 
 

発送時期 ： 平成 28 年 6 月 3日 

回収締切 ： 平成 28 年 6 月 24 日 

 

 

（５）配布・回収状況 
 

①送総数 ： 2348 票 

②回答数 ： 1097 票 

③回答率 ： 46.7％ 

 

 

購入物件の建て方別発送・回答数 

  合計 新築住宅     既存住宅     

    購入者計※N 戸建て マンション 購入者計※S 戸建て マンション

発送数 2348 801 261 540 1547 533 1014
(100.0%) (100.0%) (32.6%) (67.4%) (100.0%) (34.5%) (65.5%)

回答数 1097 399 119 278 698 234 453
(100.0%) (100.0%) (29.8%) (69.7%) (100.0%) (33.5%) (64.9%)

※N 回答数には、住宅の建て方不明 2件を含む。 

※S 回答数には、住宅の建て方不明 11 件を含む。 
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（６）回答者の基本属性 

 
世帯主の年齢 

 

 
 

世帯構成 
合計 新築住宅購入者 既存住宅購入者

単身 98 27 71
夫婦だけ（子供なし） 278 117 161
夫婦と子供（第一子が小学校入学前）がいる 309 118 191
夫婦と子供（第一子が小学生以上）がいる 283 102 181
夫婦と親が同居（二世代同居） 9 3 6
夫婦と子供と親が同居（三世代同居） 25 3 22
その他 70 23 47
無回答 25 6 19
全体 1097 399 698

 

 
新築住宅購入者・既存住宅購入者別回答数の推移 

 今年度 
（2016 年度） 

昨年度 
（2015 年度） 

一昨年度 

（2014 年度） 

新築住宅購入者 399（36.4％） 394（36.4％） 377（33.5％） 

既存住宅購入者 698（63.6％） 689（63.6％） 747（66.5％） 

合  計 1097（100.0％） 1083（100.0％） 1124（100.0％） 
  

7.0

4.7

20.1

14.2

24.8

18.8

15.3

17.9

9.3

11.6

5.5

8.5

5.0

5.7

12.5

17.5

0.5
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34才

35～

39才
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44才
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無回答

6.8
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29.6

27.4

25.6

25.9

0.8

0.9

0.8

3.2

5.8

6.7

1.5

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築住宅購入者

（N=399)

既存住宅購入者

(N=698)

単身 夫婦のみ 夫婦と子供（第一子が小学校入学前）

夫婦と子供（第一子が小学生以上） 夫婦と親が同居 夫婦と子供と親が同居

その他 無回答

 

合計 
新築住宅

購入者 
既存住宅

購入者 
29 才以下 61 28 33

30～34 才 179 80 99

35～39 才 230 99 131

40～44 才 186 61 125

45～49 才 118 37 81

50～54 才 81 22 59

55～59 才 60 20 40

60 才以上 172 50 122

無回答 10 2 8

全 体 1097 399 698
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■ 購入資金の調達において、新築・既存ともフラット３５または３５Ｓの利用率はほぼ横ばい

「親からの贈与」の利用者平均額は、新築購入者で 931 万円、既存購入者で 809 万円
 

 自己資金のうち「親からの贈与」の利用者平均額は、新築住宅購入者が 930.5 万円（前年度 884.5
万円）、既存住宅購入者が 808.9 万円（前年度 744.9 万円）となっている。利用率は、新築住宅

購入者で 21.6％（対前年度比 2.1 ポイント増）、既存住宅購入者で 17.0％（対前年度比 1.2 ポイ

ント増）となった。（図 1,図 2） 
 借入資金等についてみると、昨年に引き続き最も利用者の多い「銀行等の民間ローン」の利用

率は、新築住宅購入者が 7 割弱、既存住宅購入者が 6 割強となっている。「フラット３５」と「フ

ラット３５Ｓ」の利用率合計は、新築住宅購入者で前年度から 0.6 ポイント増加して 13.8％、

既存住宅購入者では前年度から 0.4 ポイント減少して 9.3％となっている。また、利用者平均額

をみると、新築住宅購入者、既存住宅購入者ともフラット３５が減少し、フラット３５Ｓが増

加している。（図 1,図 2） 
  

図1 各資金の利用者平均額の変化／新築住宅購入者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 各資金の利用者平均額の変化／既存住宅購入者 

 
  

＜利用者数と利用率＞

利用者数 利用率

2016年度 295 73.9%

2015年度 317 80.5%

2016年度 34 8.5%

2015年度 30 7.6%

2016年度 86 21.6%

2015年度 77 19.5%

2016年度 10 2.5%

2015年度 2 0.5%

2016年度 8 2.0%

2015年度 2 0.5%

2016年度 36 9.0%

2015年度 27 6.9%

2016年度 19 4.8%

2015年度 25 6.3%

2016年度 2 0.5%

2015年度 5 1.3%

2016年度 276 69.2%

2015年度 278 70.6%

2016年度 2 0.5%

2015年度 3 0.8%

2016年度 3 0.8%

2015年度 7 1.8%

銀行等の民間ローン

フラット３５

財形住宅融資

企業の社内融資

フラット３５Ｓ

親以外の親族からの贈与

現金、預貯金等

前住居の売却金

親からの贈与

親、兄弟姉妹などの親族、

知人からの借入

　　うち祖父母からの贈与

＜利用者数と利用率＞

利用者数 利用率

2016年度 466 66.8%

2015年度 510 74.0%

2016年度 104 14.9%

2015年度 55 8.0%

2016年度 119 17.0%

2015年度 109 15.8%

2016年度 13 1.9%

2015年度 7 1.0%

2016年度 9 1.3%

2015年度 4 0.6%

2016年度 30 4.3%

2015年度 46 6.7%

2016年度 35 5.0%

2015年度 21 3.0%

2016年度 4 0.6%

2015年度 4 0.6%

2016年度 442 63.3%

2015年度 435 63.1%

2016年度 1 0.1%

2015年度 5 0.7%

2016年度 13 1.9%

2015年度 13 1.9%

フラット３５

現金、預貯金等

前住居の売却金

親からの贈与

親以外の親族からの贈与

　　うち祖父母からの贈与

フラット３５Ｓ

財形住宅融資

銀行等の民間ローン

企業の社内融資

親、兄弟姉妹などの親族、

知人からの借入

１．住宅購入資金の内訳 

（注１）利用率は、既存住宅購入者全体（2016 年 N=698、2015 年 N=689）に対する割合。

（注２）2016 年、2015 年ともに利用者平均額は 2.5％トリム平均をとっている。 

（注３）「現金、預貯金等」には他に分類されない自己資金を含む。 

（注１）利用率は、新築住宅購入者全体（2016 年 N=399、2015 年 N=394）に対する割合。

（注２）2016 年、2015 年ともに利用者平均額は 2.5％トリム平均をとっている。 

（注３）「現金、預貯金等」には他に分類されない自己資金を含む。 
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5.2

7.5

6.8

18.0

28.1

27.4

63.9

59.6

59.1

9.5
0.3

2.5

2.7

2.9

2.2

4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2016年度(N=718)

2015年度(N=713)

2014年度(N=709)

全期間固定金利型

固定金利期間選択型

変動金利型

ミックス

その他

無回答

＜全期間固定金利型＞   ＜固定金利期間選択型＞    ＜変動金利型＞ 

0.0 

0.8 

0.0 

1.6 

5.9 

7.4 

6.3 

12.6 

19.8 

30.4 

31.9 

14.9 

0.5 

0.8 

1.2 

3.1 

3.1 

2.1 

27.7 

16.5 

26.0 

11.0 

10.2 

10.7 

4.2 

3.9 

4.1 

15.2 

14.2 

13.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2016年度

(n=191)

2015年度

(n=254)

2014年度

(n=242)

固定金利期間選択型1年

固定金利期間選択型2年

固定金利期間選択型3年

固定金利期間選択型5年

固定金利期間選択型7年

全期間固定金利型10年以下

固定金利期間選択型10年

固定金利期間選択型10年超

全期間固定金利型10年超20年以下

全期間固定金利型20年超

0.4

55.4

0.6

0.0

42.3

27.5

5.2

7.9

2.4

18.2

1.2

67.1

0.0

0.0

46.6

36.9

7.8

4.7

3.8

2.1

2.8

63.4

0.5

0.9

37.5

38.5

7.0

4.2

4.4

0.7

0.0  20.0  40.0  60.0  80.0 

景気に左右されず支払い計画を

立てられるから

現在の金利が低いから

金利が上昇した時に月々の支払額

が上昇するのがいやだから

今後、金利が上昇すると思ったから

今後も金利はそれほど上昇しないと

思ったから

金利が上昇しても全体の支払額は

固定金利より有利だと思ったから

現在の金利に満足しているから

金利が下がったら月々の支払額が

少なくなるから

その他

無回答

2016年度

(N=466)

2015年度

(N=425)

2014年度

(N=429)

（％）

※複数回答

13.5

40.5

16.2

8.8

16.2

13.5

8.8

1.4

6.1

14.9

14.5

56.0

10.0

10.5

22.0

20.0

9.5

1.0

6.0

1.0

19.6

56.5

10.0

10.5

18.2

21.1

9.1

1.0

5.7

0.0

0.0  20.0  40.0  60.0  80.0 

景気に左右されず支払い計画を

立てられるから

現在の金利が低いから

金利が上昇した時に月々の支払額

が上昇するのがいやだから

今後、金利が上昇すると思ったから

今後も金利はそれほど上昇しないと

思ったから

金利が上昇しても全体の支払額は

固定金利より有利だと思ったから

現在の金利に満足しているから

金利が下がったら月々の支払額が

少なくなるから

その他

無回答

2016年度

(N=148)

2015年度

(N=200)

2014年度

(N=209)

（％）（％）

※複数回答

34.9

55.8

20.9

18.6

7.0

14.0

11.6

4.7

4.7

16.3

42.6

50.0

44.4

37.0

7.4

7.4

13.0

0.0

0.0

1.9

40.4

51.1

34.0

29.8

4.3

2.1

8.5

0.0

4.3

0.0

0.0  20.0  40.0  60.0  80.0 

景気に左右されず支払い計画を

立てられるから

現在の金利が低いから

金利が上昇した時に月々の支払額

が上昇するのがいやだから

今後、金利が上昇すると思ったから

今後も金利はそれほど上昇しないと

思ったから

金利が上昇しても全体の支払額は

固定金利より有利だと思ったから

現在の金利に満足しているから

金利が下がったら月々の支払額が

少なくなるから

その他

無回答

2016年度

(N=43)

2015年度

(N=54)

2014年度

(N=47)

（％）

※複数回答

■ 利用した民間ローンの金利タイプは、「変動金利型」が 63.9％（対前年度比 4.3 ポイント増）

利用者の 9.5％がミックスプラン※を利用

※契約当初に複数の金利タイプを選択する住宅ローンのこと。 
 

 利用した民間ローンの金利タイプについては、「変動金利型」が 63.9％（対前年度比 4.3 ポイント

増）、「固定金利期間選択型」が 18.0％（対前年度比 10.1 ポイント減）「全期間固定金利型」が 5.2％
（対前年度比 2.3 ポイント減）となった。また「ミックスプラン」が 9.5％となった。（図 3） 

 

図3 利用した民間ローンの金利タイプ 

 

 

 

 
 
 
 
 

 固定金利についてみると、「固定金利期間選択型 5 年」の割合が 30.4％（対前年度比 1.5 ポイント

減）と最も多くなっている。また、「固定金利選択型 1・2・3 年」が 7.9％（対前年度比 11.4 ポ

イント減）となったのに対し「固定金利期間選択型 10 年」が 27.7％（対前年度比 11.2 ポイント

増）となっている。（図 4） 
 

図4 利用した「固定金利」の固定期間 

 

 

 

 

 

 

 

 金利の選択理由をみると、金利タイプにかかわらず「現在の金利が低いから」との回答が最も多

くなっている。また、全期間固定金利型では、「金利が上昇した時に月々の支払額が上昇するのが

いやだから」が 20.9％（対前年度比 23.5 ポイント減）、「今後金利が上昇すると思ったから」が

18.6％（対前年度比 18.4 ポイント減）となった。（図 5） 
 

図5 「固定金利」または「変動金利」を選択した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）2016 年度調査より金利プランの選択肢として「ミックスプラン」を追加した。2014 年度、2015 年度調査での「ミックスプラン」利用者は「その他」

またはミックスプランの中で借入額が最も大きい金利プランとして回答している。 

（注）2016 年度の結果には、「ミックス」利用者のうち、選択プランの中で各固定金利プランの借入額が最も多かった回答者を含む。 

（注）2016 年度の結果には、「ミックス」利用者のうち、選択プランの中で各金利プランの借入額が最も多かった回答者を含む。 
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 ミックスローンの利用について、借入額と金利プランとの関係をみると、「選択している全ての金

利プランで借入額が同じ」割合が最も多くミックスローン利用者全体の 52.9％となっている。（図

6） 
 借入の状況ごとに、利用している金利プランの種類についてみると、選択している金利プランご

とに借入額が異なる場合では「固定金利期間選択型」の割合が最も高く全体の 60.0％となってい

る。（図 7） 
 選択している全ての金利プランで借入額が同じ場合の利用している金利プランの組み合わせにつ

いてみると、「全期間固定金利型と変動金利型」の組み合わせが最も多く 47.2％、次いで「固定

金利期間選択型と変動金利型」（36.1％）となっている。（図 8） 
 

図6 借入額と金利プランとの関係 

 

 

 

図7 金利プランごとに借入額が異なる場合に最も借入額が大きい金利プラン 

 

 

図8 全ての金利プランで借入額が同じ場合の金利プラン組み合わせ状況 

 

  

44.1  52.9  2.9 
0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=68)

選択している金利プランごとに借入額が異なる 選択している全ての金利プランで借入額が同じ その他 無回答

60.0  16.7  23.3  0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=30)

固定金利期間選択型 全期間固定金利型 変動金利型 その他

2.8  13.9  0.0  36.1  47.2  0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=36)

固定金利期間選択型同士 固定金利期間選択型と全期間固定金利型 全期間固定金利型同士

固定金利期間選択型と変動金利型 全期間固定金利型と変動金利型 その他
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40.0 

8.1 

3.3 

0.0 

7.6 

20.0 

21.6 

13.3 

11.1 

18.5 

20.0 

27.0 

26.7 

11.1 

25.2 

20.0 

16.2 

26.7 

33.3 

20.2 

0.0 

12.2 

16.7 

0.0 

11.8 

0.0 

10.8 

3.3 

11.1 

8.4 

0.0 

2.7 

6.7 

33.3 

5.9 

0.0 

1.4 

0.0 

0.0 

0.8 

0.0 

0.0 

3.3 

0.0 

1.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29才以下(N=5)

30代(N=74)

40代(N=30)

50才以上(N=9)

全体(N=119)

600万円未満

600～800万円未満

800～1000万円未満

1000～1200万円未満

1200～1400万円未満

1400～1600万円未満

1600～2000万円未満

2000万円以上

無回答

100.0 

23.3 

26.7 

0.0 

24.1 

0.0 

36.7 

40.0 

28.6 

35.2 

0.0 

16.7 

6.7 

14.3 

13.0 

0.0 

20.0 

13.3 

42.9 

20.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.3 

6.7 

0.0 

3.7 

0.0 

0.0 

6.7 

14.3 

3.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

29才以下(N=2)

30代(N=30)

40代(N=15)

50才以上(N=7)

全体(N=54)

600万円未満

600～800万円未満

800～1000万円未満

1000～1200万円未満

1200～1400万円未満

1400～1600万円未満

1600～2000万円未満

2000万円以上

無回答

■ ネット銀行で提供されている住宅ローン※の利用者は民間ローン利用者の 16.6％ 
 
※窓口となる店舗や自行のＡＴＭを持たずにインターネット上での取引を中心として営業している銀行（ネット銀行）で提供されている住宅ローンで、

審査申込から契約、融資までの流れの殆どをインターネット上で行うものをさす 
 

 民間ローン利用者のうち、「ネット銀行で提供されている住宅ローン」の利用は、「一般の銀行で

提供されているネット専用の住宅ローン注 1）との併用」を合わせると全体の 16.6％となっている。

また、新築住宅購入者と既存住宅購入者で住宅ローンのネット利用状況注 2）を比較すると、新築

住宅購入者が 26.8％で既存住宅購入者に比べて 5.3 ポイント高くなっている。（図 9） 
 世帯主の年齢別に、ネット銀行で提供されている住宅ローン利用者の世帯年収についてみると、

800～1000 万円が全体の 25.2％と最も高く、次いで世帯年収 1000～1200 万円（20.2％）となっ

ている。（図 10） 
 今後、住宅や土地を購入する際の、ネット銀行で提供されている住宅ローンの利用意向について

みると、新築・既存とも「利用したいと思う」が 9 割程度となっている。（図 11） 
 
（注 1）窓口となる店舗や自行のＡＴＭを持つ銀行で提供されている、審査申込から契約、融資までの流れの殆どをインターネット上で行うタイプの 

住宅ローンをさす 
（注 2）「ネット銀行で提供されている住宅ローン」「一般の銀行で提供されているネット専用の住宅ローン」のいずれかもしくは両方の利用をさす 

 

図9  新築・既存別 住宅ローンのネット利用状況 

 
 

図10  世帯主の年齢別・住宅ローンの利用状況別 利用者世帯年収 

＜ネット銀行で提供されている住宅ローン利用者＞ 

 

 

 

 

 

 

＜一般の銀行で提供されているネット専用の住宅ローン＞ 

 

 

 

 

 
 
 

図11  新築・既存別今後の利用意向 

  

17.4 

15.2 

16.0 

8.3 

6.1 

7.0 

1.1 

0.2 

0.6 

68.5 

74.0 

71.9 

4.7 

4.5 

4.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築住宅

購入者
(N=276)

既存住宅

購入者
(N=442)

全体

(n=718)

ネット銀行で提供されている住宅ローン

を利用している

一般の銀行で提供されているネット専

用の住宅ローンを利用している

両方を利用している

利用していない

無回答

88.2

95.6

92.4

2.0

1.5

1.7

9.8

2.9

5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築住宅

購入者
(N=51)

既存住宅

購入者
(N=68)

全体

(n=119)

利用したいと

思う

利用したいと

思わない

無回答

（注）「ネット銀行で提供されている住宅ローン」の利用者（「一般の銀行で提供されているネット専用の住宅ローン」との併用を含む）を対象に集計 
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14.0

12.5

16.7

9.2

11.6

8.8

76.8

75.9

74.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年度(N=207)

2015年度(N=216)

2016年度(N=216) フラット３５を利用した

フラット３５Ｓを利用した

利用しなかった

22.2

23.0

13.9

12.3

10.5

16.3

65.5

66.5

69.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年度(N=171)

2015年度(N=200)

2016年度(N=209) フラット３５を利用した

フラット３５Ｓを利用した

利用しなかった

52.7

36.4

16.4

27.3

7.3

1.8

3.6

3.6

0.0

59.6

40.4

23.1

23.1

1.9

3.8

3.8

9.6

1.9

64.6

33.3

8.3

29.2

2.1

6.3

10.4

10.4

2.1

0 20 40 60 80 100

長期の固定の利率で借りられる

借入れ先として安心

他のローンよりも金利が低かった

不動産会社にすすめられた

親族、知人などにすすめられた

税金や火災保険などの節約になると

思った

金利以外の条件がよかった

その他

無回答

2016年度

(N=55)

2015年度

(N=52)

2014年度

(N=48)

（％）

※複数回答

62.5

32.8

20.3

28.1

6.3

0.0

10.9

4.7

4.7

61.2

41.8

19.4

22.4

6.0

3.0

3.0

6.0

1.5

67.8

45.8

16.9

25.4

8.5

1.7

5.1

10.2

1.7

0 20 40 60 80 100

長期の固定の利率で借りられる

借入れ先として安心

他のローンよりも金利が低かった

不動産会社にすすめられた

親族、知人などにすすめられた

税金や火災保険などの節約になると

思った

金利以外の条件がよかった

その他

無回答

2016年度

(N=64)

2015年度

(N=67)

2014年度

(N=59)

（％）

※複数回答

■ 既存住宅購入者のフラット３５またはフラット３５Ｓの利用率は 30.2％ 
利用した理由では長期固定金利が引き続き支持されている

  

 フラット３５またはフラット３５Ｓが適用可能な住宅を購入した世帯の中で、実際に融資を利

用した世帯の割合は、新築住宅購入者で 25.5％（対前年度比 1.4 ポイント増）、既存住宅購入者

で 30.2％（対前年度比 3.3 ポイント減）となった。また、「フラット３５Ｓを利用した」世帯の

割合は、既存住宅購入者では 16.3％（対前年度比 5.8 ポイント増）、新築住宅購入者では 8.8％
（対前年度比 2.8 ポイント減）となった。（図 12,図 13） 

 

図12 フラット３５またはフラット３５Ｓ利用の有無＜新築住宅購入者＞ 

 
 
 
 

  

図13 フラット３５またはフラット３５Ｓ利用の有無＜既存住宅購入者＞ 

 
 
 
 

 

 

（注）図 12,13 の利用率は、フラット３５またはフラット３５Ｓが適用できる住宅に占める、フラット３５またはフラット３５Ｓを利用

した世帯の割合。適用可能な住宅を集計対象としているため、住宅金融支援機構が公表するフラット３５及びフラット３５Ｓの申

請件数に占める、「フラット３５Ｓ」の割合（平成 27年度は約 8割）とは異なる（申請件数は技術基準を満たさない場合を含む）。 
 

 フラット３５またはフラット３５Ｓを利用した理由としては、新築・既存ともに「長期の固定の

利率で借りられる」が最も多く（新築住宅購入者 52.7％、既存住宅購入者 62.5％）次いで「借

入れ先として安心」（新築住宅購入者 36.4％、既存住宅購入者 32.8％）となっているほか、新築・

既存とも「不動産会社にすすめられた」が前年度から増加した（新築住宅購入者 27.3％、既存住

宅購入者 28.1％）。新築住宅購入者についてみると、「他のローンよりも金利が低かった」との回

答が 16.4％（対前年度比 6.7 ポイント減）となった。（図 14） 
図14 フラット３５またはフラット３５Ｓを利用した理由の変化 

＜新築住宅購入者＞                 ＜既存住宅購入者＞ 
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1.2 

1.7 

1.5 

7.0 

4.2 

5.4 

26.7 

22.7 

24.4 

26.7 

26.9 

26.8 

19.8 

19.3 

19.5 

17.4 

22.7 

20.5 

1.2 

2.5 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築住宅購入者

(N=86)

既存住宅購入者

（N=119)

全体(N=205)

親の年齢54歳未満

親の年齢55～59歳

親の年齢60～64歳

親の年齢65～69歳

親の年齢70～74歳

親の年齢75歳以上

無回答

0.0

0.0

3.6

4.9

21.4

20.0

18.2

19.5

42.9

30.0

21.8

24.4

14.3

18.0

29.1

18.3

7.1

14.0

12.7

12.2

7.1

10.0

10.9

13.4

7.1

8.0

3.6

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

贈与者60歳未満(N=14)

贈与者60歳～64歳(N=50)

贈与者65歳～69歳(N=55)

贈与者70歳以上(N=82)

400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1000万円未満

1000～1200万円未満

1200～1400万円未満

1400～1600万円未満

1600万円以上

無回答

14.3

0.0

7.3

7.3

42.9

36.0

29.1

29.3

28.6

28.0

36.4

20.7

0.0

24.0

18.2

23.2

7.1

8.0

3.6

8.5

7.1

2.0

1.0

6.1
2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

贈与者60歳未満(N=14)

贈与者60歳～64歳(N=50)

贈与者65歳～69歳(N=55)

贈与者70歳以上(N=82)

(注)受贈率は、各年齢層の世帯総数に対する親からの贈与利用者の割合。

53.3

49.0

44.1

39.4

19.2

26.1 

40.0

13.3

8.2

6.8

15.2

11.5

8.7 

9.8

6.7

26.5

27.1

24.2

34.6

30.4 

26.3

13.3

12.2

20.3

18.2

30.8

21.7 

19.0

6.7

4.1

0.0

0.0

3.8

4.3 

2.4

6.7

0.0

1.7

3.0

0.0

8.7 

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29才以下（N=15)

30～34才（N=49)

35～39才（N=59)

40～44才（N=33)

45～49才（N=26)

50才以上（N=23)

全体（N=205）

500万円以下

500万円超～700万円以下

700万円超～1000万円以下

1000万円超～2000万円以下

2000万円超～3000万円以下

3000万円超

 
 

■ 贈与した親の年齢が 60 歳未満の割合は受贈者の 6.9％ 

世帯主の年齢が若いほど「親からの贈与」を受けた世帯の割合（受贈率）が高い
 

 住宅購入資金を贈与した親の年齢が 60 歳未満の世帯割合は、新築住宅購入者で 8.2％、既存住

宅購入者で 5.9％を占めている（前年度は新築住宅購入者が 6.5％、既存住宅購入者が 12.8％）。

（図 15） 
図15 新築・既存別贈与した親の年齢 

 

 
 
 
 
 

 

 「親からの贈与」を受けた世帯の割合は住宅購入者の 18.7％であった。世帯主の年齢別にみる

と、「29 才以下」で 24.6％、「30～34 才」で 27.4％、「35～39 才」で 25.7％となっており、40
代未満では 40 代以上に比べて「親からの贈与」を受けた世帯の割合が高くなっている。また、

親からの贈与の受贈額が「1,000 万円超」の割合についてみると、「50 才以上」が最も高く 34.7％、

次いで「45～49 才」（34.6％）となっており、受贈者年齢が 45 才以上では、45 才未満に比べ

て比較的高額の贈与を受けている割合が高くなっている。（図 16） 
図16 世帯主の年齢別親からの受贈率及び「親からの贈与」の受贈額 

   
 
 

 
 
 
 
 

   
 
   
 

 「親からの贈与」を受けた者の世帯主の収入をみると、贈与者年齢が低いほど世帯主の収入 600
万円未満の割合が高い傾向がみられ、贈与者年齢が低いほど受贈者の収入が比較的低い世帯が

多く生前贈与を受けて住宅取得を行っていることがうかがえる。（図 17） 
 受贈者の世帯収入と世帯主収入を比べると、贈与者年齢 60 歳未満では、世帯主の収入 800 万円

以上の世帯は 14.2％だが、世帯収入 800 万円以上は 35.6％となっており、共働き世帯が多いこ

とがうかがえる（図 17） 
図17  贈与した親の年齢別受贈者の収入 

  
 

 

   

＜受贈率注)＞ 

24.6％ 

27.4％ 

25.7％ 

17.7％ 

22.0％ 

7.3％ 

18.7％ 

受贈額 1000 万円超 

親の年齢 60 歳未満 

＜世帯収入＞ 

＜世帯主の収入＞ 

２．住宅購入資金における贈与の利用状況 

世帯主収入 600 万円未満 
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57.6

56.0

58.3

60.5

38.9

32.7

20.0

31.7

33.3

50.0

9.7

8.0

10.0

6.1

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=217)

50才以上(N=25)

40～49才(N=60)

30～39才(N=114)

29才以下(N=18) 利用した、または利用す

る予定である

利用しなかった、または利

用する予定はない

無回答

11.4

4.5

11.5

16.9

11.5

6.5

1.6

6.3

9.3

14.8

1.9

1.9

2.0

1.7

3.3

80.2

92.0

80.3

72.1

70.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1097)

50才以上(N=313)

40～49才(N=304)

30～39才(N=409)

29才以下(N=61) 利用した、または利用す

る予定である

利用しなかった、または

利用する予定はない

（利用の有無について

の）無回答

親族からの贈与を受けて

いない

63.4 

41.6 

16.8 

10.9 

8.9 

4.0 

0.0 

61.6 

43.4 

14.1 

13.1 

9.1 

2.0 

2.0 

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0 

借入金額を少なくできた

住宅を購入することができた

住宅の購入時期を早めた

当初の予定よりも広さや仕様がよりよい住宅を購入できた

当初の予定よりも立地のよい住宅を購入することができた

その他

無回答

2016年度(N=101)

2015年度(N=99)

（％）

■ 住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度の利用者は住宅購入者の 11.4％ 
 
 

 住宅購入者に占める「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用者の割合は 11.4％
となっている。（図 18） 

 世帯主の年齢別にみると、「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用率は「30～
39 才以下」が最も高く 16.9％（前年度 15.8％）、次に「29 才以下」「40～49 才以下」で 11.5％
となっている。また、「50 才以上」は 4.5％と 50 才未満に比べて利用率が低い。（図 18） 

 親もしくは祖父母からの贈与を受けた受贈者を対象にした「住宅取得等資金に係る贈与税の

非課税制度」の利用状況は、全体の 57.6％となっている。（図 18） 
 
 

図18 世帯主の年齢別「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 住宅購入に与えた具体的な影響については、前年度と同様「借入金額を少なくできた」が

63.4％と最も多く、次いで「住宅を購入することができた」（41.6％）となっている。（図 19）
 

図19 「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用が住宅購入に与えた影響 注） 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
   

「親からの贈与」もしくは「祖父母からの贈与」を
受けた者を対象に集計した場合。 

※複数回答 

（注）「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」利用者のうち、同制度が住宅購入に影響したと回答した者を対象としている。 
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■ 今後の消費税率引き上げ予定が「特に影響はなかった」のは新築住宅購入者の 62.4％ 
 

 新築住宅購入者について、今後予定されている消費税率 10％への引き上げが今回の住宅購入に

与えた影響についてみると、「特に影響はなかった」が前年度から 16.0 ポイント増加し全体の

62.4％となっている。（図 20） 
  

図20 消費税率 10％への引き上げ予定が今回の住宅購入に与えた影響（新築住宅購入者） 

 
（注）消費税 10％への引き上げ時期については、当初 2015 年 10 月を予定していたが、2014 年 11 月に 2017 年 4 月への延期が決定し、2016 年 5
月に 2019 年 10 月への再延期が決定した。 
 

 消費税率の引き上げについては「そもそも住宅に消費税がかかるのはおかしい」もしくは「住

宅購入は特別で、現行のまま据え置くべきである」が住宅購入者全体の 44.8％を占めており、

世帯主の年齢別にみても、各世代とも 4 割程度を占めている。（図 21） 
  

図21 世帯主の世代別・消費税引き上げに対する考え 

    
   
   
   
 

46.4

77.3

38.5

56.4

38.8

43.1

21.4

26.0

20.0

33.3

35.3

47.2

3.6

4.5

0.0

0.6

0.0

2.6

0.0

2.0

2.0

2.6

0.5

1.8

50.0

13.6

60.9

41.2

60.2

49.1

76.2

64.0

70.0

53.8

62.4

46.4

0.0

4.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

4.0

2.0

0.0

0.3

0.8

0.0

0.0

0.6

1.8

1.0

5.2

2.4

4.0

6.0

10.3

1.5

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2016年調査（N=28）

2015年調査（N=22）

2016年調査（N=179）

2015年調査（N=165）

2016年調査（N=98）

2015年調査（N=116）

2016年調査（N=42）

2015年調査（N=50）

2016年調査（N=50）

2015年調査（N=39）

2016年調査（N=399）

2015年調査（N=394）

29
才

以
下

30
～
39

才
40

～
49

才
50

～
59

才
60

才
以

上
全

体

住宅の購入時期を早めた 希望する住宅の条件よりも価格の低さを重視した 特に影響はなかった その他 無回答

24.6 

33.0 

31.9 

27.0 

30.8 

31.4 

18.0 

12.2 

16.1 

12.1 

11.0 

13.4 

36.1 

27.1 

23.4 

27.7 

25.0 

26.2 

18.0 

21.5 

22.4 

22.0 

22.7 

21.6 

1.6 

2.7 

2.6 

2.8 

1.7 

2.5 

1.6 

3.4 

3.6 

8.5 

8.7 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29才以下(N=61)

30～39才(N=409)

40～49才(N=304)

50～59才(N=141)

60才以上(N=172)

全体(N=1097)

そもそも住宅に、消費税がかかる

のはおかしい

住宅購入は特別で、現行の８％

のまま据え置くべきである

他の財と同じで、住宅を購入する

場合についても引き上げてよい

わからない

その他

無回答

３．消費税に対する意識 
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13.3

10.6

12.8

9.7

9.5

8.5

7.3

17.8

15.6

12.8

24.1

23.8

13.1

12.5

24.4

14.9

20.5

21.4

21.7

23.9

16.4

17.0

25.5

20.5

21.4

21.7

26.7

24.6

3.7

2.8

5.1

4.1

1.6

2.8

4.3

10.4

12.1

9.0

6.3

6.9

9.1

16.4

3.7

2.8

1.9

2.1

3.2

3.4

6.5

1.5

2.8

1.3

1.4

0.5

4.0

3.0

1.5

0.7

1.9

0.7

2.1

1.7

1.3

1.5

2.1

1.3

2.1

0.5

2.3

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2010年度

(n=135)

2011年度

(n=141)

2012年度

(n=156)

2013年度

(n=145)

2014年度

(n=189)

2015年度

(n=176)

2016年度

(n=232)

‐3千万円以下

‐3千万円～

‐2千万円

‐2千万円～

‐1千万円

‐1千万円～

‐500万円

‐500万円～

0円未満

差額なし（0円）

0円超～

500万円

500万円～

1千万円

1千万円～

2千万円

2千万円～

3千万円

3千万円以上

77.7

76.6

79.5

83.4

85.2

76.7

66.4

3.7

2.8

5.1

4.1

1.6

2.8

4.3

18.6

20.6

15.4

12.4

13.2

20.5

29.4

0% 50% 100%

2010年度

(n=135)

2011年度

(n=141)

2012年度

(n=156)

2013年度

(n=145)

2014年度

(n=189)

2015年度

(n=176)

2016年度

(n=232)

ﾏｲﾅｽの

売却差

額発生

差額なし ﾌﾟﾗｽの

売却差

額発生

0.0 
0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

4.5 

17.4 

28.6 

25.0 

7.2 

2.3 

5.6 

4.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

8.3 

0.0 

13.6 

30.4 

35.7 

8.3 

5.8 

15.9 

7.3 

8.5 

0.0 

4.8 

7.5 

7.3 

12.5 

16.1 

4.5 

21.7 

7.1 

16.7 

24.6 

11.4 

12.5 

13.1 

5.6 

28.6 

15.1 

43.9 

29.2 

22.6 

22.7 

4.3 

0.0 

25.0 

18.8 

15.9 

16.4 

23.9 

44.4 

42.9 

43.4 

31.7 

16.7 

41.9 

13.6 

4.3 

0.0 

16.7 

17.4 

18.2 

24.6 

26.7 

11.1 

0.0 

5.7 

4.9 

0.0 

0.0 

9.1 

4.3 

0.0 

8.3 

1.4 

2.3 

4.3 

2.8 

22.2 

14.3 

20.8 

7.3 

25.0 

16.1 

18.2 

4.3 

21.4 

0.0 

7.2 

9.1 

16.4 

9.1 

11.1 

4.8 

5.7 

4.9 

8.3 

3.2 

13.6 

0.0 

7.1 

0.0 

4.3 

4.5 

6.5 

3.4 

5.6 

4.8 

1.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

7.2 

11.4 

3.0 

4.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

4.3 

0.0 

0.0 

1.4 

4.5 

1.3 

1.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

8.7 

0.0 

0.0 

4.3 

4.5 

2.2 

2.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2016年度(N=18)[平均66.7万円]

2015年度(N=21)[平均‐241.9万円]

2016年度(N=53)[平均‐205.5万円]

2015年度(N=41)[平均‐375.6万円]

2016年度(N=24)[平均‐507.8万円]

2015年度(N=31)[平均‐416.8万円]

2016年度(N=22)[平均‐572.5万円]

2015年度(N=23)[平均‐1175.4万円]

2016年度(N=14)[平均‐1902.9万円]

2015年度(N=12)[平均‐1574.2万円]

2016年度(N=69)[平均‐624.6万円]

2015年度(N=44)[平均‐248.5万円]

2016年度(N=232)[平均‐492.0万円]

2015年度(N=176)[平均‐551.2万円]

5年
以

内

5年
超

～

10
年

以
内

10
年

超
～

15
年

以
内

15
年

超
～

20
年

以
内

20
年

超
～

25
年

以
内

25
年

超
全

体

‐3千万円以下 ‐3千万円～‐2千万円 ‐2千万円～1千万円 ‐1千万円～‐500万円 ‐500万円～0円未満 差額なし（0円）

0円超～500万円 500万円～1千万円 1千万円～2千万円未満 2千万円～3千万円未満 3千万円以上

■ プラスの売却差額※発生世帯が前年度から 8.5 ポイント増加（29.3％） 

マイナスの売却差額発生世帯が前年度から 10.3 ポイント減少（66.4％）

※売却差額とは自己所有住宅の売却時の価格から購入時の価格を差し引いた額のこと。 

 

 自己所有住宅から住み替えた世帯の 70.8％が従前住宅を売却している。このうちマイナスの売

却差額が発生している世帯は 66.4％（対前年度比 10.3 ポイント減）、プラスの売却差額が発生

している世帯は 29.3％（対前年度比 8.5 ポイント増）となっている。（図 22） 
 プラスの売却差額についてみると、500 万円未満の世帯は 16.4％（対前年度比 7.3 ポイント増）

となっている。また、マイナスの売却差額についてみると、-1 千万円～-500 万円が 16.4％（対

前年度比 7.5 ポイント減）となっている。（図 22） 
図22 調査年度別売却差額の発生状況 

 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 築年数別に売却差額の発生状況をみると、築年数が浅い物件ではプラスの売却差額の発生割合

が前年度に比べて高くなっており、特に築年数 15 年以内の物件では前年度に比べ 0 円超～500
万円の売却差額の割合が特に増加している。また、マイナスの売却差額についてみると、築年

数 10 年以内の物件では「-1 千万円～-500 万円」の割合が 20 ポイント以上減少している。（図

23） 
 築年数が 25 年超についてみると、前年度に比べマイナスの売却差額の発生割合が 10.1 ポイン

ト増加している。（図 23） 
図23 売却住宅の売却時築年数別、売却差額の発生状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜平均購入額、平均売却額＞ 

（購入）3536.7 万円 

（売却）3070.8 万円 

（購入）3596.6 万円 

（売却）3074.4 万円 

（購入）3757.3 万円 

（売却）2780.3 万円 

（購入）3717.5 万円 

（売却）2820.7 万円 

（購入）3617.4 万円 

（売却）2562.3 万円 

（購入）3536.1 万円 

（売却）2731.3 万円 

（購入）3523.6 万円 

（売却）2764.2 万円 

４．買い換えによる売却差額の発生状況 

マイナスの売却差額発生 

（注 1） [ ]内の額は平均売却差額であり、2.5％トリム平均としている（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。 
（注 2）2016 年度は、築 5 年以内が 2010 年以降竣工、築 5 年超～10 年以内が 2005～2009 年竣工、以下 5 年毎。2015 年度は、築 5 年以内が 2009 年

以降竣工、築 5 年超～10 年以内が 2004～2008 年竣工、以下 5 年毎。 
（注 3）全体集計には、売却時築年数が無回答のものを含む。 

（注）各年度の平均購入額および平均売却額は、2.5％トリム平均と
している（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。 

プラスの売却差額発生 
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0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.4 

0.0 

0.0 

0.0 

30.0 

33.3 

3.4 

0.0 

0.0 

0.0 

40.0 

33.3 

27.6 

10.0 

5.4 

37.5 

10.0 

0.0 

27.6 

90.0 

94.6 

62.5 

20.0 

33.3 

34.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2009年以降

（N=30）

2004～2008年
（N=37）

1999～2003年
（N=16）

1994～1998年
（N=10）

1989～1993年
（N=3）

1988年以前

（N=29）

‐5千万円以下

‐5千万円～‐4千万円

‐4千万円～‐3千万円

‐3千万円～‐2千万円

‐2千万円～1千万円

‐1千万円～0円未満

大 小マイナスの売却差額

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

12.5 

4.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

12.5 

4.2 

0.0 

2.1 

4.8 

25.0 

4.2 

0.0 

2.1 

7.4 

33.3 

31.3 

8.3 

0.0 

12.8 

29.6 

19.0 

6.3 

41.7 

100.0 

83.0 

63.0 

42.9 

12.5 

37.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年以降

（N=18）

2005～2009年
（N=47）

2000～2004年
（N=27）

1995～1999年
（N=21）

1990～1994年
（N=16）

1989年以前

（N=24）

‐5千万円以下

‐5千万円～‐4千万円

‐4千万円～‐3千万円

‐3千万円～‐2千万円

‐2千万円～1千万円

‐1千万円～0円未満

大 小マイナスの売却差額

 
 
  

■ マイナスの売却差額発生世帯の平均差額は前年度から増加し 1055.8 万円 
 

 マイナスの売却差額発生世帯は従前住宅を平均 3668.5 万円（前年度 3782.8 万円）で購入し、

平均 2565.1 万円（前年度 2780.1 万円）で売却しており、その差額は前年度から増加し 1055.8
万円（前年度 1002.7 万円）であった。 

 売却住宅の取得年別にマイナスの売却差額の発生状況をみると、1990 年以降に取得した住宅に

ついては、取得年が新しくなるほど、売却差額が-1 千万円未満の割合が多くなっている。（図

24）  
  

図24 売却住宅の取得年（入居年）別マイナスの売却差額発生状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（参考）2015 年度の売却住宅の取得年（入居年）別マイナスの売却差額発生状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

５．マイナスの売却差額発生世帯の状況 

（注）平均売却差額は、2.5％トリム平均としている（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。

（注）平均売却差額は、2.5％トリム平均としている（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。

＜平均売却差額＞ 

 

  -323.9 万円 

 

-544.4 万円 

 

-879.9 万円 

 

-1494.3 万円 

 

-3031.9 万円 

 

-1463.9 万円 

＜平均売却差額＞ 

 

  -452.0 万円 

 

-447.9 万円 

 

-857.5 万円 

 

-2305.4 万円 

 

-2116.7 万円 

 

-1555.9 万円 
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77.7

86.8

83.6

83.1

86.8

76.4

81.1

86.8

78.8

20.3

12.2

15.1

14.8

11.9

18.1

16.8

12.0

17.1

2.0

1.0

1.3

2.1

1.3

5.5

2.1

1.2

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2016年度(N=399)

2015年度(N=394)

2014年度(N=377)

2016年度(N=698)

2015年度(N=689)

2014年度(N=747)

2016年度(N=1097)

2015年度(N=1083)

2014年度(N=1124)

利用した

利用していない

無回答

70.4

77.8

9.3

18.5

0.0

0.0

80.7

77.1

8.9

25.7

0.0

0.0

83.8

63.0

9.8

19.2

0.0

0.0

90.8

43.3

1.7

16.7

0.0

0.0

90.7

14.0

4.7

8.1

0.0

0.0

83.4

62.0

7.8

20.3

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

パソコン

スマートフォン

携帯電話

タブレット

その他

無回答

２９才以下(N=54）

３０～３９才(N=358）

４０～４９才(N=265）

５０～５９才(N=120）

６０才以上(N=86）

全 体(N=890）

（％）

※複数回答

85.2

24.8

41.0

19.0

4.5

15.5

4.5

1.0

0.6

3.2

1.0

85.9

31.4

50.2

24.8

10.5

28.4

3.1

2.4

2.2

2.6

0.2

85.6

29.1

47.0

22.8

8.4

23.9

3.6

1.9

1.7

2.8

0.4

0 20 40 60 80 100

SUUMO（住

宅情報ナビ）

Yahoo!不動産

ＨＯＭＥ ’Ｓ

特定の不動産

会社のサイト

O‐Uccino

at home web

その他のポー

タルサイト

その他の業界

団体サイト

不動産ジャパ

ン

その他

無回答

新築住宅購入者

(N=310）

既存住宅購入者

(N=580)

全体

(N=890)

（％）

※複数回答

83.4

62.0

7.8

20.3

0.0

0.0

86.1

55.6

6.3

19.4

0.0

0.1

0 20 40 60 80 100

パソコン

スマートフォン

携帯電話

タブレット

その他

無回答

2016年度

(N=890)

2015年度

(N=940)

（％）

※複数回答

■ 既存住宅購入者のインターネット利用率は、新築住宅購入者よりも 5.4 ﾎﾟｲﾝﾄ高い 83.1％ 
 

 インターネットの利用率は住宅購入者全体の 81.1％（対前年度比 5.7 ポイント減）となってい

る。また、既存住宅購入者と新築住宅購入者を比較すると、既存住宅購入者が 83.1％、新築住

宅購入者が 77.7％となっており既存住宅購入者が新築住宅購入者に比べて 5.4 ポイント利用率

が高い。（図 25） 
 世帯主の年齢別にみると、60 才以上を除く全ての年代で 80％を超えている。（図 26） 

 

図25 インターネットによる不動産情報収集の経験の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図26 世帯主の年齢別インターネット利用率の変化 

 
（注）世帯主の年齢別サンプル総数に占めるインターネット利用世帯の割合。  

 利用したインターネット端末をみると、前年度に引き続き「パソコン」の利用率が 83.4％と最

も高い。また、前年度と比べると携帯電話、スマートフォン、タブレットの利用率が高まって

おり、特にスマートフォンでは 62.0％（対前年度比 6.4 ポイント増）となっている。（図 27） 
 世代別にみると、若い世代ほどスマートフォンの利用率が高い傾向がみられる。（図 28） 
 利用した不動産情報サイトをみると、新築・既存とも「SUUMO」が最も多く、新築では 85.2％、

既存では 85.9％となっている。（図 29） 
 

図27 利用したインターネット 
  端末の変化 

図28 世帯主の年齢別利用した 
インターネット端末 

図29  新築・既存別利用した 
不動産情報サイト 

 
 
  

全　体  ２９才以下  ３０～３４才 ３５～３９才 ４０～４４才 ４５～４９才 ５０～５４才 ５５～５９才 ６０才以上

2016年度
(N=1097) 81 .1% 88 .5% 86 .6% 88 .3% 87 .6% 86 .4% 88 .9% 80 .0% 50 .0%
2015年度

(N=1083) 86 .8% 90 .9% 94 .0% 92 .5% 90 .8% 92 .1% 82 .7% 82 .1% 60 .1%
2014年度

(N=1124) 78 .8% 90 .9% 85 .1% 86 .9% 86 .6% 80 .4% 80 .9% 76 .3% 51 .4%

６．インターネットの利用状況 

新築住宅 
購入者 

全体 

既存住宅 
購入者 
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■ 物件情報収集でのｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ利用者における情報検索用ｱﾌﾟﾘのﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ率は 27.3％ 

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞしたｱﾌﾟﾘとしては、「SUUMO」が 89.6％と最も多くなっている
 

 物件情報収集にスマートフォンまたはタブレットを利用した住宅購入者のうち、アプリをダウ

ンロードしたのは 27.3％となっている。また、世帯主の年齢別にみると、30～34 才の利用率が

33.3％と最も高く、次いで 29 才以下（30.2％）となっている。（図 30,図 31） 
 ダウンロードしたアプリの種類としては「SUUMO」が最も多く、全体の 89.6％となっている。

また、既存住宅購入者と新築住宅購入者のアプリの種類別のダウンロード状況を比較すると、

アプリの種類に関わらず、既存住宅購入者では新築住宅購入者に比べてダウンロードしている

割合が高くなっている。（図 32） 
  

図30  新築・既存別 物件情報検索用アプリのダウンロードの有無 

 
図31  世帯主の年齢別 物件情報検索用アプリのダウンロードの有無 

 

 
図32  新築・既存別 ダウンロードしたアプリの種類 

 
  

25.6

28.3

27.3

71.2

68.3

69.3

0.5

1.3

1.0

2.8

2.1

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築（N=215）

既存（N=385）

全体（N=600）

はい いいえ わからない 無回答

２９才以下
（N=43）

３０～３４才
（N=123）

３５～３９才
（N=169）

４０～４４才
（N=119）

４５～４９才
（N=64）

５０～５４才
（N=40）

５５～５９才
（N=21）

６０才以上
（N=17）

全体
（N=600）

はい 30.2 33.3 27.8 21.8 21.9 27.5 28.6 29.4 27.3
いいえ 62.8 64.2 69.2 75.6 71.9 72.5 66.7 70.6 69.3
わからない 2.3 0.8 0.6 0.8 3.1 - - - 1.0
無回答 4.7 1.6 2.4 1.7 3.1 - 4.8 - 2.3

32.7

41.3

38.4

87.3

90.8

89.6

16.4

29.4

25.0

3.6

6.4

5.5

0.0

8.3

5.5

0 20 40 60 80 100

新築住宅購入者（N=55）

既存住宅購入者（N=109）

全体（N=164）

ＨＯＭＥ’Ｓ ＳＵＵＭＯ（スーモ）

at home Yahoo!不動産
@nifty不動産アプリ その他

※複数回答

（％）
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25.0 

47.1 

58.6 

51.9 

50.0 

49.6 

37.5 

26.9 

29.3 

25.9 

16.7 

26.8 

12.5 

23.5 

10.3 

22.2 

16.7 

20.3 

12.5 

0.8 

0.0 

0.0 

0.0 

1.3 

12.5 

1.7 

1.7 

0.0 

16.7 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60㎡未満(N=8)

60㎡～80㎡未満(N=238)

80㎡～100㎡未満(N=58)

100㎡～120㎡未満(N=54)

120㎡以上(N=6)

全体(N=399)

新築住宅のみ

主に新築住宅

新築・既存にはこだわら

なかった

主に既存住宅

無回答

25.0 

27.9 

15.4 

19.3 

17.3 

21.5 

31.3 

25.6 

22.8 

21.1 

19.2 

24.1 

38.8 

41.5 

53.7 

45.6 

53.8 

46.6 

3.8 

3.5 

6.2 

12.3 

7.7 

5.9 

1.3 

1.6 

1.9 

1.8 

1.9 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60㎡未満(N=80)

60㎡～80㎡未満(N=258)

80㎡～100㎡未満(N=162)

100㎡～120㎡未満(N=57)

120㎡以上(N=52)

全体(N=698)

既存住宅のみ

主に既存住宅

新築・既存にはこだわ

らなかった

主に新築住宅

無回答

 
  

■ 新築・既存にこだわらず住宅を探した新築住宅購入者の割合は前年度より 3.8 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 
 

 新築住宅購入者のうち、物件を探す際に「新築・既存にはこだわらなかった」割合は 20.3％で、

前年度と比べて 3.8 ポイント増加している。（図 33） 
 

図33  住宅購入にあたって探した住宅 

 
  

 購入した住宅の延床面積別に住宅購入にあたって探した住宅をみると、新築住宅購入者では「新

築住宅のみ」を探した割合は延べ床面積が 80～100 ㎡で最も高く 58.6％となっている。また、

既存住宅購入者では延床面積が 80 ㎡未満の場合に「既存住宅のみ」もしくは「主に既存住宅」

を探した購入者の割合が 50％超となっている。（図 34） 
   

図34  購入した住宅の延床面積別住宅購入にあたって探した住宅 

 
 

  

24.0 

20.9 

21.5 

22.6 

23.7 

24.1 

46.2 

48.9 

46.6 

5.2 

4.6 

5.9 

2.0 

1.9 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2014年度(N=747)

2015年度(N=689)

2016年度(N=698)
既存住宅のみ

主に既存住宅

新築・既存にはこだわらなかった

主に新築住宅

無回答

49.6 

54.6 

49.6 

32.4 

27.2 

26.8 

16.7 

16.5 

20.3 

0.8 

0.8 

1.3 

0.5 

1.0 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2014年度(N=377)

2015年度(N=394)

2016年度(N=399)
新築住宅のみ

主に新築住宅

新築・既存にはこだわらなかった

主に既存住宅

無回答

＜新築住宅購入者＞ 

＜既存住宅購入者＞ 

＜新築住宅購入者＞ 

＜既存住宅購入者＞ 

７．既存住宅購入に対する意識 



 
16

58.6 

35.3 

31.6 

16.5 

16.0 

17.0 

15.3 

2.0 

4.5 

2.3 

59.1 

35.0 

27.4 

20.8 

20.8 

21.3 

15.7 

4.1 

8.1 

1.0 

57.0

33.4

34.2

25.7

19.9

20.4

10.6

4.5

5.0

1.3

60.2

39.5

34.0

26.1

20.4

16.4

12.8

3.3

4.9

1.8

0 20 40 60 80 100

新築の方が気持ちが良いから

長く住むつもりだから

好みに合う既存物件がなかったから

既存住宅では耐久性や品質に不安

があるから（耐震性は除く）

新築住宅に比べて耐震性に不安が

あるから

安くてもリフォーム費用などがかか

るから

新築住宅のほうが税制面で有利だ

から

既存は住宅融資を利用しにくいから

その他

無回答

（％）

2016年度

（N=399)
2015年度

（N=394)
2014年度

（N=377)
2013年度

（N=329)

64.3 

54.7 

44.6 

34.0 

20.5 

15.6 

6.0 

8.3 

2.0 

4.7 

7.2 

63.0 

59.7 

44.8 

28.3 

17.6 

15.5 

4.8 

6.5 

1.0 

3.3 

7.0 

60.9

52.1

42.4

27.7

18.6

17.1

4.8

5.8

2.0

3.7

7.4

68.8

52.6

47.3

33.6

18.6

15.2

4.7

4.0

1.8

3.2

4.1

0 20 40 60 80 100

希望エリアの物件だったから

手頃な価格だったから

良質な物件だったから

新築にはこだわらなかったから

早く入居できるから

リフォームするつもりだったから

いずれまた住み替えをするから

多くの既存物件から選ぶことができ

たから

いずれ建替えようと思っているから

その他

無回答

2016年度

（N=698)
2015年度

（N=689)
2014年度

（N=747)
2013年度

（N=709)

（％）

 
■ 既存住宅購入者の購入対象は希望エリアで手頃な価格の良質な物件 

 

 既存住宅購入者の購入理由は、「希望エリアの物件だったから」（64.3％）、「手頃な価格だった

から」（54.7％）、「良質な物件だったから」（44.6%）が上位 3 位を占めており、立地や価格の手

頃さに次いで、住宅の質が購入の決め手となっていることがうかがえる。また、既存住宅購入

者では、「新築にはこだわらなかったから」（34.0％）が前年度に比べて 5.7 ポイント増加して

いる。（図 35） 
 新築住宅購入者の既存住宅を購入しなかった理由についてみると、「既存住宅では耐久性や品質

に不安があるから」が 16.5％（対前年度比 4.3 ポイント減）、「新築住宅に比べて耐震性に不安

があるから」が 16.0％（対前年度比 4.8 ポイント減）、「安くてもリフォーム費用などがかかる

から」が 17.0％（対前年度比 4.3 ポイント減）など、既存住宅の性能面を挙げる割合には減少

傾向がみられる。（図 36） 
 

図35  既存住宅を購入した理由 

＜既存住宅購入者＞ 

図36  既存住宅を購入しなかった理由 

＜新築住宅購入者＞ 

  

 
 
 
  
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

※ 複数回答 ※ 複数回答 
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6.9

3.8

5.4

37.9

34.6

35.7

31.0

42.3

37.5

24.1

19.2

21.4

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存戸建て(N=29)

既存マンション(N=26)

既存住宅(N=56)

大きく影響した

影響した

多少影響した

影響しなかった

無回答

17.5 

6.6 

7.1 

10.5 

37.9 

22.3 

17.1 

26.5 

28.2 

43.8 

35.7 

36.4 

16.5 

27.3 

40.0 

26.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建物保証及び住宅設備保

証を利用した場合（N=103）

建物保証のみ利用した場合

（N=121）

住宅設備保証のみ利用した

場合（N=70）

住宅保証利用者全体

（N=294）

大きく影響した

影響した

多少影響した

影響しなかった

無回答

 
 
 
 

■ 不動産会社等による住宅保証の利用率は 42.6％、うち建物保証の利用が 32.4％ 

「既存住宅売買かし保険」を利用した既存住宅購入者の割合は 8.0％
 

 既存住宅購入者における不動産会社等による住宅保証の利用状況をみると、住宅保証の利用率

は 42.6％となっており、うち建物保証の利用が 32.4％を占めている。建て方別に「建物保証」、

「住宅設備保証」の利用状況をみると、既存戸建てでは建物保証を利用した購入者が 41.4％、

既存マンションでは 28.5％となった。（図 37） 
 不動産会社等による住宅保証が今回の住宅購入に多少なりとも影響したとの回答は、住宅保証

利用者の 73.4％を占めている。（図 38） 
 既存住宅購入者における「既存住宅売買かし保険（国が指定する住宅瑕疵担保責任保険法人が提供する保険）」

の利用率は 8.0％であったが、利用者について「既存住宅売買かし保険」が今回の住宅購入に与

えた影響度をみると、多少なりとも影響したとの回答は 78.6％を占めている。（図 39,図 40） 
 

 

図37  不動産会社等による住宅保証の利用状況＜既存住宅購入者＞ 

 

図38  不動産会社等による住宅保証の住宅購入への影響＜既存住宅購入者＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図39  「既存住宅売買かし保険」の利用状況＜既存住宅購入者＞ 

 
図40  「既存住宅売買かし保険」の住宅購入への影響＜既存住宅購入者＞ 

 
  

14.5 

15.5 

14.9 

26.9 

13.0 

17.5 

4.3 

13.5 

10.2 

47.4 

49.9 

49.1 

6.8 

8.2 

8.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て（N=234）

既存マンション（N=453）

既存住宅（N=698）

建物保証と住宅設備保証を利用

建物保証のみ利用

住宅設備保証のみ利用

利用しなかった

無回答

12.4

5.7

8.0

75.2

82.8

79.5

12.4

11.5

12.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て(N=234)

既存マンション(N=453)

既存住宅(N=698)

利用した

利用していない

無回答

８．既存住宅購入にあたっての建物検査の実施状況等 

多少なりとも影響した 

多少なりとも影響した 
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■ 民間の建物検査（ホーム・インスペクション）注 1の実施率は 13.1％ 

既存住宅の購入にあたっての建物検査注 2の実施率は 38.3％

（注 1） 不動産会社等による住宅保証や「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査を除く。なお、不動産会社

が提供する無償のインスペクションサービス（主に買主側の購入申込前に実施）がおこなわれた場合を含む。 
（注 2） 不動産会社等による建物保証及び「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査、ならびにそれ以外にお

こなった民間の建物検査（ホーム・インスペクション）。 
 
 

 不動産会社等による住宅保証もしくは「既存住宅売買かし保険」を利用する際に実施された検

査以外におこなわれた民間の建物検査（ホーム・インスペクション）※1の実施率は、「既に売主

がおこなっていた」が 10.0％、「売主に依頼しておこなってもらった」が 3.1％、合計 13.1％と

なっている。（図 41） 
 既存住宅の購入にあたって何らかの建物検査※2 をおこなった購入者は、既存住宅購入者の

38.3％、また既存戸建て購入者では 47.0％となっている。（図 42） 
 
 

図41  民間の建物検査（ホーム・インスペクション）※1の実施状況＜既存住宅購入者＞ 

※1 不動産会社等による住宅保証や「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査を除く。なお、不動産会社が提供する無

償のインスペクションサービス（主に買主側の購入申込前に実施）がおこなわれた場合を含む。 

 
 

図42  住宅購入にあたっての建物検査※2の実施状況＜既存住宅購入者＞ 

※2 不動産会社等による建物保証及び「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査、ならびそれ以外におこなった民間の

建物検査（ホーム・インスペクション）。 

 
  

13.2

8.6

10.0

1.7

0.7

1.0

5.1

0.7

2.1

65.0

73.5

70.3

15.0

16.6

16.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存戸建て
(N=234)

既存マンション
(N=453)

既存住宅
(N=698)

既に売主がおこなっていた

売主に依頼しておこなってもらった

（費用は売主が負担した）

売主に依頼しておこなってもらった

（費用は自ら負担した）

おこなわなかった

無回答

47.0 

34.4 

38.3 

38.0 

52.3 

47.4 

15.0 

13.2 

14.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て（N=234）

既存マンション（N=453）

既存住宅（N=698）

いずれかの検査をおこなった

どの検査もおこなっていない

無回答


